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研究要旨  生物テロに関連する疾患について、インターネット上で最新の情報

を得ることを目的とした『バイオテロ対応ホームページ』を改訂した。総論部分

を見直し、かつ 2014 年に国内で発生したデング熱、および西アフリカ３ヵ国での

エボラ出血熱に関する新知見を追加した。今後とも各病原体（疾患）の最新情報

の追加等を行い、ホームページの更新作業を進めていく方針である。さらにバイ

オテロ診断支援の一環として、国内の地方衛生研究所における検査可能疾患の状

況調査（アンケート）を行った。 

 

Ａ．研究目的 

 生物テロに用いられる可能性のある病原微生

物は多彩で、その多くは極めて稀でかつ重篤な

疾病を引き起こす。感染拡大防止と生命予後改

善のためには、生物テロ関連疾患の臨床診断、

検査材料および検査方法の選択、治療法の選択

について、多くの医療従事者が正確な知識を、

インターネットなどを通じて手軽に得られるこ

とが重要な対策の一つとなる。本研究において

は、医療従事者が最新のデータに基づいた情報

を広く利用できることを目指し、これまでに各

疾患の情報を入れた CD-ROM を作成・配布したり、

専門家の意見を取り入れたりしながらホームペ

ージの修正とアップデートを行ってきた。今後

とも新たな情報を追加してより内容を充実させ、

一般の医療従事者にとって有用なホームページ

を公開することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 国内外の主要雑誌や学会などを通じて、バイ

オテロ関連疾患についての情報を収集し、ホー

ムページに掲載した内容の妥当性・正確性等に

ついて確認する。新たなアウトブレイクが生じ

た場合には迅速に新知見を追加する。 

 さらに今年度は、バイオテロ診断支援の一環

として国内の地方衛生研究所における検査可能

疾患のアンケート調査を行った。 
 

（倫理面への配慮） 

特になし 

 

Ｃ．研究結果 

 ホームページに掲載したバイオテロ関連疾患

についての情報を見直し、まず総論部分の改訂

を行った。具体的には感染症法、施行令、施行

規則の改正を反映させた。また、2014 年に約 70
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年ぶりに国内発生したデング熱に関する新知見

を追加した。国内発生の約 160 人の状況、迅速

キットの現状などについて記載した。さらに西

アフリカでのエボラ出血熱のアウトブレイクに

関する情報を加えた。2015 年始めまでの発生状

況、臨床症状、致死率などを掲載した。 

（http://bt.sfc.wide.ad.jp）。 

また、バイオテロ診断支援の一環として、関

連各施設・機関との連携体制の構築も重要な課

題である。そこで今年度は、国内の施設で検査

可能な疾患の現状把握を目的として、地方衛生

研究所に対して状況調査（アンケート）を行っ

た。全国 79 施設のうち、2015 年 1 月末までに

78 施設から回答を得た。多くの施設では一定の

検査水準にあったが、一部の病原体に対する検

査体制が未整備であることが示唆された。 

 

表 1 80％以上の施設で検査可能な病原体 

 

Ｄ／Ｅ．考察・結論 

 バイオテロに利用される恐れのある病原微生

物によって引き起こされる疾患は、現在のわが

国では診る機会が少ないものが多い。臨床医の

大多数は病態に対する十分な知識はなく、また

診療疾患対象としての関心も有していないのが

現状である。一方で、病原診断法やワクチンの

開発に関しては、主に基礎系の研究者によって

研究開発が国内外で行われている。本ホームペ

ージの作成にあたっては、一般の臨床医が容易

に理解できるような工夫を行うとともに、広い

見識を有する感染症専門家からの知見を加えな

がら常に最新の情報を提供することが重要であ

る。2014 年夏には約 70 年ぶりに国内発生のデ

ング熱が確認され、本疾患に対する認識を新た

にする重要な契機となった。また西アフリカ３

ヵ国（ギニア、リベリア、シエラレオネ）を中

心にエボラ出血熱が拡大した。2014 年にこれら

2つの感染症が国内外で発生したことはバイオ

テロの観点からも重要な意味を持つ。発生状況、

致死率、病原性に関する情報などを追加し、正

確かつ最新の情報を提供する場として更新を図

った。今後とも最新の情報を加え、利用者の利

便性を考えたホームページの作成を行う予定で

ある。 

国内の検査施設との連携も重要な課題である。

バイオテロに関連する事態は国内のあらゆる場

所で発生しうる。各検査施設の現状把握を目的

として全国の地方衛生研究所にアンケート調査

を行い、99％という高い回答率を得た。MERS コ

ロナウイルス、SFTS ウイルス、インフルエンザ

ウイルスなどは 80％以上の施設で検査可能で

あった（表１）。来年度へ向けてアンケートのさ

らなる詳細な解析を行い、検査体制を充実させ

るための対策を検討したい。 

（本アンケートの施行に当たり、ご尽力頂いた

倉根一郎班長、地方衛生研究所全国協議会会長 

小澤邦壽先生（群馬県衛生環境研究所長）、小林

和夫先生（堺市衛生研究所所長）に厚く御礼申

し上げます。また、アンケートにご協力下さっ

た各衛生研究所の方々にこの場を借りて感謝申

し上げます。） 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし                     

 

Ｇ．研究発表             

１．論文発表             

  なし 

２．学会発表             

なし 

                   

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）    

該当なし

 


